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令和元年11月
特定鳥獣の保護・管理に係る研修会（シカ管理研修）

環境省 自然環境局野生生物課 鳥獣保護管理室

ニホンジカ管理に係る制度

「全国のニホンジカ及びイノシシの生息分布
拡大状況調査について（環境省）」より

※１９７８年（昭和５３）年から２０１４（平成２６）年の３６年間で

分布域は、約２．５倍に拡大。
２０１１（平成２３）年から２０１４（平成２６）年の３年間で、

北海道南部、東北、北陸地方を中心に
約１．２倍に拡大。

Ｈ２６鳥獣保護法改正の背景
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＜農作物被害＞

○ 農作物の近年の被害総額は、２００億円前後で高止まり。全体の7割がシカ、イノシシ、サル。

○ さらに、鳥獣被害は営農意欲の減退、耕作放棄地の増加等をもたらし、被害額として数字に

現れる以上に農山漁村に深刻な影響。

＜森林被害＞

○ 平成27年度のニホンジカ等による被害面積の都道府県合計は約 ８千ヘクタール。

○ ニホンジカによる枝葉の食害や剥皮被害が全体の約８割。

※ 農林水産省資料
※ 林野庁資料

野生鳥獣別森林被害面積野生鳥獣別農作物被害額

Ｈ２６鳥獣保護法改正の背景

○ 狩猟免許所持者は年々減少。最近40年間で約38％まで減少（52万人→20万人） 。わな猟は増加。

○ 高齢者の占める割合が高くなっており、平成28年度では60歳以上の割合が約63％（12.5万人） 。

全国における
狩猟免許所持者数
（免許種別）の推移
（S50～H28）

Ｈ２６鳥獣保護法改正の背景

全国における
狩猟免許所持者数
（年齢別）の推移
（S50～H28）
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※ 昭和46年 林野庁から環境庁に移管

平成11年 鳥獣保護法の改正

・特定鳥獣保護管理計画制度の創設

・国と都道府県の役割の明確化

平成14年 鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律

の制定（ひらがな化）

・指定猟法禁止区域制度の創設

・捕獲鳥獣の報告を義務化

平成18年 鳥獣保護法の改正

・網・わな免許の分離

・鳥獣保護区における保全事業の実施

・輸入鳥獣の標識制度の導入

※ 平成19年 鳥獣による農林水産業等に係る被害の

防止のための特別措置に関する法律

・市町村への捕獲許可権限の委譲

平成26年 鳥獣保護法の改正

・鳥獣の管理の強化

・指定管理鳥獣捕獲等時用の創設

・認定鳥獣捕獲等事業者制度の導入

明治６年 鳥獣猟規則の制定

・銃猟のみ規制の対象

・銃猟の免許鑑札制

・銃猟期間を10月15日～翌年４月15日まで

・日没から日出までの間、人家が密集して

いる場所等での銃猟を禁止

明治25年 狩猟規則の制定

・猟具の規制範囲に、網猟、わな猟を追加

・捕獲を禁止する保護鳥獣15種を指定

明治28年 狩猟法の制定

・職猟と遊猟の区別を廃止

大正７年 狩猟法の制定（全部改正）

・保護鳥獣の指定から狩猟鳥獣の指定

・保護鳥獣の販売、保護鳥のひな、卵の採

取・販売を禁止

昭和25年 狩猟法の改正

・鳥獣保護区制度の創設

・保護鳥獣の飼養許可証制度の導入

昭和38年 鳥獣保護及狩猟ニ関スル法律（改称）

・鳥獣保護思想の明確化

・鳥獣保護事業計画制度の創設

○ 我が国における鳥獣法制は、その時代時代により変化する多様な要請を受け、公共の安寧

秩序の維持に重点を置いたものから、鳥獣の保護管理にも重点を置いた制度に見直し。

現行法の骨格
が完成

鳥獣保護管理法制の沿革

○ 生態系や農林水産業等に深刻な被害を及ぼしているシカ、イノシシ等の野生鳥
獣について、抜本的な捕獲強化に向けた対策を講じることとし、シカ、イノシシの
生息頭数の１０年後までの半減を目指す。

当面の捕獲目標

シカ・イノシシの生息頭数を10年後までに半減

シカ
325万頭

イノシシ*

88万頭

北海道
：64万頭
北海道以外*

：261万頭

413万頭
シカ・イノシシ
生息頭数（万）

*環境省において推定（平成25年8月）。推定値は随時新たなデータを活用し補正。

現状（平成23年度）

イノシシ
約50万頭

シカ
約160万頭

** 北海道は、独自の保護
管理計画における28年度
目標の38万頭を仮置き

５年後（平成30年度） 10年後（平成35年度）

進捗状況を確認し、必要
に応じて目標を見直し

約210万頭

【抜本的な鳥獣捕獲強化対策 イメージ】

200

400

【捕獲従事者の育成・確保】
○ 事業者を認定する制度の創設

（H26鳥獣保護法改正）
○ 鳥獣被害対策実施隊の設置促進
○ 射撃場整備の推進 等

※ この他、被害防除や生息環境管理
等の関連施策を併せて実施

【捕獲事業の強化】
○ 都道府県による個体数調整の強化

（H26鳥獣保護法改正）
・管理のための捕獲事業の制度化
・上記事業における夜間銃猟の実施

○ 市町村による有害捕獲の強化
・緊急捕獲対策
・ICT等を用いた捕獲技術の高度化
・出口対策としての処理加工施設整備の推進 等

特に、北海道以外のシカについて、
現状の捕獲数（27万頭）の2倍以上の
捕獲が必要

抜本的な鳥獣捕獲強化対策
（平成25年12月環境省・農水省）
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ニホンジカ（本州以南）の個体数推定の結果
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※ 2017(平成29)年度の自然増加率の推定値は、中央値1.16（90％信頼区間：1.09-1.24）
※ 50％信頼区間：220-273万頭、90％信頼区間：192万頭-329万頭
※ 2018(平成30)年度の北海道の推定個体数は、約66万頭（北海道資料）

中央値

50%信頼区間

90%信頼区間

推定個体数（本州以南）

• 2017年度末（平成29年度末）におけるニホンジカ（本州以南）の推定個体数は、中央値
で約244万頭（90％信用区間：約192万～329万頭）となりました。

• ニホンジカ（本州以南）の推定個体数は、2014年度（平成26年度）以降、減少傾向が
継続しています。

ニホンジカ（本州以南）の個体数の将来予測
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捕獲率2018年度比1.77倍

2023年度末に個体数1/2目標

• ニホンジカ（本州以南）の個体数について将来予測を行ったところ、半減目標を達
成するためには、2019年度（令和元年度）以降に2018年度（平成30年度）の約1.77
倍の捕獲率 （推定個体数に対する捕獲数の割合）を確保する必要があるという
結果が得られました。

個体数推定 将来予測

個体数（推定値）

捕獲数

必要な捕獲数

2018年度の1.77倍の
捕獲率の確保が必要

半減目標
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鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律の一部を改正する法律
（平成26年通常国会 法律第46号）

改正の必要性

 ニホンジカ、イノシシ等による自然生態系への影響及び農林水産業被害が深刻化

 狩猟者の減少・高齢化等により鳥獣捕獲の担い手が減少

→ 鳥獣の捕獲等の一層の促進と捕獲等の担い手育成が必要

１．題名、目的等の改正

２．施策体系の整理

３．指定管理鳥獣捕獲等事業の創設

４．認定鳥獣捕獲等事業者制度の導入

５．その他

① 住居集合地域等における麻酔銃猟の許可

② 網猟免許及びわな猟免許の取得年齢の引き下げ

③ 公務所等への照会規定の追加

改正内容

※ 平成26年５月30日公布、平成27年5月29日施行（ただし、５③のみ公布日施行）

鳥獣保護管理法改正の概要

基本指針（環境大臣）

都道府県知事が策定

即して作成

その生息数が著しく減少している鳥獣

その生息数が著しく増加している鳥獣

全ての鳥獣

環境大臣が策定

基本指針（環境大臣）

鳥獣保護事業計画（必須）

特定鳥獣保護管理計画
（任意計画）

都道府県知事が策定

即して作成

その生息数が著しく減少し、又は生
息地の範囲が縮小している鳥獣

全ての鳥獣

鳥獣保護管理事業計画（必須）

第一種特定鳥獣保護計画
（任意計画）

その生息数が著しく増加し、又は生
息地の範囲が拡大している鳥獣

第二種特定鳥獣管理計画
（任意計画）

希少鳥獣保護計画
（任意計画）

特定希少鳥獣管理計画
（任意計画）

施策体型の整理（第3条、第4条、第7条～第7条の４）

【現行】 【改正法】
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第二種特定鳥獣管理計画を策定した場合に可能
な狩猟の特例措置

１．捕獲等が出来る期間の延長（狩猟期間の範囲内）

２．捕獲制限の緩和

① 頭数制限（1日に1人が捕獲する頭数）を緩和

② 猟法制限（くくりわなの直径12cm以下）を緩和 等

３．特例休猟区制度の活用

計画達成のための三本柱

 個体数管理

目標設定を踏まえた適切な捕獲や、地域の実情に

応じた狩猟制限等の設定による個体数調整

 生息環境管理

鳥獣の採餌環境の改善等による生息環境の保全・

整備

 被害防除対策

防護柵の設置、追い払い等の被害防除対策の実施

○ 著しく増加又は減少した野生鳥獣の地域個体群について、科学的知見を踏まえ、明確な保護又は管

理の目標を設定し、総合的な対策を実施。地域個体群の長期にわたる安定的維持を図る。

その生息数が著しく減少し、又
は生息地の範囲が縮小してい
る鳥獣の保護に関する計画

第一種特定鳥獣保護計画

その生息数が著しく増加し、又は
生息地の範囲が拡大している鳥
獣の管理に関する計画

第二種特定鳥獣管理計画 希少鳥獣保護計画 特定希少鳥獣管理計画

国際的又は全国的に保
護を図る必要がある鳥獣
（希少鳥獣）の保護に関
する計画

特定の地域においてその生息
数が著しく増加し、又はその生
息地の範囲が拡大している希
少鳥獣（特定希少鳥獣）の管
理に関する計画

都道府県知事が策定 環境大臣が策定

指定管理鳥獣捕獲等事業実施計画

特定計画

第一種特定鳥獣保護計画
策定都道府県数

第二種特定鳥獣管理計画
策定都道府県数

ニホンジカ ４３

クマ類 ８ １４

ニホンザル ２６

イノシシ ４４

ニホンカモシカ ８

カワウ ７

ゴマフアザラシ １

２０１９．１０現在

特定計画の策定状況
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指定管理鳥獣※の指定
（環境省）

第二種特定鳥獣管理計画
（都道府県）

指定管理鳥獣捕獲等事業に関する
実施計画（都道府県）

指定管理鳥獣捕獲等事業の実施
（都道府県又は国の機関）

※事業の全部又は一部について、認定鳥獣捕獲
等事業者その他環境省令で定める者に対し、委
託することができる。

指定管理鳥獣捕獲等事業に係る特例

□ 捕獲等の禁止（法第８条）を適用しない。

□ 鳥獣の放置の禁止（法第18条）を適用し

ない。ただし、生態系に重大な影響を及ぼす

おそれがなく、かつ、指定管理鳥獣捕獲等事

業の実施に当たって特に必要があると認め

られる場合として環境省令で定める場合に該

当するときに限る。

□ 夜間銃猟の禁止（法第38条第１項）を適

用しない。ただし、委託を受けた認定鳥獣捕

獲等事業者が、実施日時、実施区域、実施

方法、実施体制等について、都道府県知事

の確認を受けて実施するときに限る。

基本指針に「指定管理鳥獣の管理に
関する事項」を記載（環境省）

※ 集中的かつ広域的に管理を図る必
要があるもの

※ ニホンジカ、イノシシを指定

【指定管理鳥獣捕獲等事業の流れ】

指定管理鳥獣捕獲等事業の創設

お問合せ先︓

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

指定管理⿃獣捕獲等事業費

事業イメージ

交付⾦（補助率１／２、２／３、定額）

ニホンジカ及びイノシシによる⾃然⽣態系への影響及び農林⽔産業被害が
深刻化しており、平成25年度に策定した「抜本的な⿃獣捕獲対策」において
10年後の令和5年度末までにニホンジカ・イノシシの個体数を半減させる目
標の達成に向けて捕獲数の大幅な増加を図ることとしています。
また、平成30年９⽉以降に拡大している豚コレラのウイルス拡散防⽌を図

るため、野⽣イノシシの捕獲を強化することとしています。
今後、ニホンジカ及びイノシシの半減目標の達成及び豚コレラウイルスの

拡散防⽌に向けて、なお⼀層の捕獲を⾏う必要があることから、都道府県等
が⾏う以下の取組の⼀部⼜は全部について、交付⾦により⽀援します。
・指定管理⿃獣捕獲等事業に係る実施計画策定等
・指定管理⿃獣の捕獲等
・効果的な捕獲の促進（捕獲手法の技術開発・市町村連携による捕獲）
・認定⿃獣捕獲等事業者等の育成（捕獲技術向上のための研修会等）
・ジビエ利⽤拡大を考慮した狩猟者の育成（⾷⾁衛⽣の講習会等）
・ジビエ利⽤拡大のための狩猟捕獲⽀援（捕獲個体の搬⼊への⽀援等）

○ニホンジカ・イノシシの個体数を半減させる目標の達成に向けて、
都道府県等が⾏うニホンジカ・イノシシの捕獲事業等を交付⾦により⽀援する。

都道府県が計画に基づき⾏う指定管理⿃獣（ニホンジカ、イノシシ）の捕獲等を⽀援します。

【令和２年度要求額 ３,000百万円（500百万円）】

都道府県、協議会
令和２年度〜令和５年度（予定）

環境省 自然環境局 野生生物課 ⿃獣保護管理室 電話︓０３－５５２１－８２８５

半減目標の達成

・実施計画の策定
・ニホンジカ・イノシシの捕獲
・認定鳥獣捕獲等事業者等の育成

・豚コレラ発生地域における防疫措置を伴う捕獲
の強化

ジビエ利用拡大に関する取組

交
付
金
に
よ
る
支
援

都道府県等

狩猟者に対する支援

ニホンジカ・イノシシの捕獲促進

国

年度 事業概要

Ｒ２ 半減目標の達成に向けた捕獲等の促進

Ｒ３ 半減目標の達成に向けた捕獲等の促進

Ｒ４ 半減目標の達成に向けた捕獲等の促進
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【参考】指定管理⿃獣捕獲事業費

交付対象事業 交付対象
事 業 者 交付割合

① 実施計画策定等事業 都道府県
協 議 会

都道府県は事業費5,000千円を上限とする定額補助、協議会は事業費
10,000千円を上限とする定額補助（いずれも定額を超える事業費分は
１／２以内）

② 指定管理⿃獣捕獲等事業 都道府県
事業費の１／２以内（ただし、指定管理⿃獣に原⼦⼒災害対策特別措
置法に基づく出荷制限がある都道府県、または豚コレラ発⽣が確認さ
れた都道府県については事業費の２／３以内）

③ 効果的捕獲促進事業 都道府県
協 議 会 事業費10,000千円を上限とする定額補助

④ 認定⿃獣捕獲等事業者等
の育成

都道府県
協 議 会

事業費2,000千円を上限とする定額補助（ただし、定額を超える事業
費分は１／２以内）

⑤ ジビエ利⽤拡大を考慮し
た狩猟者の育成 都道府県 事業費2,000千円を上限とする定額補助（ただし、定額を超える事業

費分は１／２以内

⑥ ジビエ利⽤拡大のための
狩猟捕獲⽀援 都道府県  1頭９千円上限とする定額補助（シカ・イノシシ各2頭目から⽀払い）

１処理加⼯施設当たり2,000千円を上限とする定額補助

各事業の概要

都道府県知事

申請

基準に適合 認定（有効期間３年）

認定鳥獣捕獲等事業者

鳥獣の捕獲等をする事業
を実施する者（法人）

【認定の基準】

①安全管理を図るための体制が基準に適合

②夜間銃猟をする際の安全管理を図るための体制が基準
に適合

③従事者が、適正かつ効率的に鳥獣の捕獲等をするために
必要な技能及び知識を有する者として基準に適合

④従事者に対する研修の内容が、適正かつ効率的に鳥獣
の捕獲等をするために必要な技能及び知識の維持向上
に適切かつ十分

⑤その他事業実施のために必要な基準に適合

※夜間銃猟をしない場合は②を除く。
※基準の詳細は環境省令で規定。

認定の効果

＜法律上の効果＞

 指定管理鳥獣捕獲等事業の夜間銃猟の実施者となれる

（全ての基準を満たした事業者に限る）

 名称使用制限（認定鳥獣捕獲等事業者の一定の質の確

保）

 従事者の適性試験の免除

 捕獲等許可の際の従事者証の発行対象（法人として許

可の対象となる）

 銃刀法に規定する「事業に対する被害を防止するためラ

イフル銃による獣類の捕獲を必要とする者」として、ライフ
ル銃の所持許可の対象となる

 鳥獣の管理に係る目的の捕獲に従事した捕獲従事者は
狩猟税を免除

＜その他の効果＞

 安全性・効率性の高い捕獲従事者の安定的確保

 都道府県等が事業を委託する際の審査の効率化 等

HPアドレス：
http://www.env.go.jp/nature/choju/capture/capture5.html

認定鳥獣捕獲等事業者制度の導入
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認定事業者数

認定鳥獣捕獲等事業者の推移

○ 安全管理体制や、効率的に捕獲等をするために必要な技能及び知識を有している法人について、都道府県知事が認定

する制度。

○ 平成２７年５月に施行した鳥獣保護管理法に基づき新たに導入された。

○ ４１都道府県で１４３事業者が認定を受けている。（令和元年10月31日現在）

○ 鳥獣捕獲の専門事業者であり、都道府県が実施する指定管理鳥獣捕獲等事業の受け皿となっている。

認定事業者が１者以上
認定されている都道府県

※R1年10月31日現在

県猟友会（北海道、青森、岩手、宮城、福島、茨城、栃木、群馬、千葉、神奈川、新潟、石川
、山梨、岐阜、静岡、愛知、三重、滋賀、京都、兵庫、和歌山、鳥取、島根、岡山、広島、山
口、香川、愛媛、高知、福岡、佐賀、熊本、大分）、林業、ＮＰＯ法人、銃砲販売、警備業、建
設業、食肉販売、害虫駆除、わな製造業、環境コンサルタント、地方公共団体等

認定事業者の業種

合計41都道府県

９

○ 鳥獣保護管理法では、狩猟と許可捕獲を除き、野生鳥獣の捕獲は原則禁止。

○ 有害捕獲や個体数調整、学術研究等の目的で捕獲する場合は、都道府県知事等の許可が必要。

19

分類
狩猟

（登録狩猟）

狩猟（登録狩猟）以外

許可捕獲
指定管理鳥獣捕獲等

事業学術研究、鳥獣の
保護、その他

鳥獣の管理
（有害捕獲）

鳥獣の管理
（個体数調整）

目的
学術研究、鳥獣の

保護、その他
農林業被害等の

防止
生息数または生息範囲の抑制

対象鳥獣
狩猟鳥獣(48種)
※卵、ひなを除く

鳥獣及び卵
第二種特定

鳥獣

指定管理鳥獣
（ニホンジカ・イノ

シシ）

捕獲方法 法定猟法
法定猟法以外も可

（危険猟法等については制限あり）

実施時期 狩猟期間
許可された期間
（通年可能）

事業実施期間

実施区域
鳥獣保護区や休猟
区等の狩猟禁止の

区域以外
許可された区域 事業実施区域

実施主体
狩猟者

許可申請者 市町村等 都道府県等
都道府県
国の機関

捕獲実施者 許可された者
認定鳥獣捕獲等

事業者等

必要な手続き
狩猟免許の取得

狩猟者登録
許可の取得 事業の受託

鳥獣捕獲の枠組み



10

＜参考＞鳥獣行政に係る事務所野生課の主な所掌事務 （地方環境事務所組織細則第８条より）

・都道府県の特定計画、指定管理鳥獣捕獲等事業実施計画の協議
・鳥獣法に基づく捕獲許可（国指定鳥獣保護区、危険猟法などに限定）
・国指定鳥獣保護区の管理（保全事業等）

（注）下表は主要な取組の概略を示したものであり、網羅的・厳密なものではない。

主体
シカ管理に係る立場
や主な役割

主な対策可能
エリア

根拠法
【所管省庁】

シカ管理のための
法定計画

国による主な予算措置
【H27当初予算】

環境省
（地方環境

事務所）

国立公園管理者とし
ての生態系被害への
対策

国立公園 自然公園法【環】
生態系維持回復事
業計画等

国立公園等シカ管理
対策事業費【４億】
国立公園等整備費【１
億（生態系関連のみ）】

国指定鳥獣保護区
管理者として鳥獣の
生息地の保護及び
整備

国指定鳥獣保
護区

鳥獣法【環】
法定計画はない
（法定でない保全事業
実施計画を策定）

国立公園等整備費
【４８億の内数】

林野庁
（森林管理局）

国有林管理者（土地
所有者）としての森
林被害対策

国有林

・国有財産法
・国有林の管理経
営に関する法律
【農】

法定計画はない
（根拠法に基づいて対
策を実施）

森林整備事業費
【1,203億の内数】

都道府県
地域個体群の適切な
管理

都道府県全域 鳥獣法【環】

・第２種特定鳥獣
管理計画
・指定管理鳥獣捕
獲等事業計画

指定管理鳥獣捕獲等
事業交付金【５億】

市町村
農林水産業被害へ
の対策

市町村全域
鳥獣被害防止特措
法【農】

鳥獣被害防止計画
鳥獣被害防止総合対
策交付金【95億】

ニホンジカ管理に係る関係行政機関の取組

３．鳥獣管理につき今後講ずべき措置 （２）関係主体の役割と連携

個体群管理

○自衛のための捕獲→原則として市町村と被害を受ける者が連携して行う。

○公益を守るための捕獲→守るべき公益の性格に応じて、原則として行政が主導

○都道府県：個体群管理の目標設定、各主体による捕獲全体の調整、
目標達成に必要な捕獲の実施

○国：全国的視点から管理目標・方針の設定、各都道府県の取組状況の評価や提言・指導等

被害防除

○被害防除については、原則として、保護すべき対象の管理者が行うものである。

○都道府県は、特定計画に基づいて、防除が適切に行われるよう市町村等に指導や助言を行
うことが重要である。

生息環境管理 ○生息環境管理は、都道府県が主導的に行う必要がある。

３．鳥獣管理につき今後講ずべき措置 （５）国の取組の強化

国立公園や国指定鳥獣保護区等の国が管理する地域について、生態系被害が生じているなど、当該地域の
保全すべき価値が損なわれるおそれがある場合には、所在する都道府県の特定計画と十分整合を取りつつ、
国が都道府県や市町村などと連携・協力の上、個体群管理のための対策を取ることも必要である。

鳥獣管理の役割分担【中央環境審議会答申（H26.1）抜粋】
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（具体的な措置）

○ 権限委譲：都道府県に代わって、市町村自ら被害防止のための鳥獣保護法の

捕獲許可の権限を行使（権限委譲）

○ 財政支援：特別交付税の拡充（計画作成後の駆除等の経費：交付率５割→８割）、

補助事業による支援（捕獲・追い払い、侵入防止柵、食肉処理加工施設など）など、

必要な財政上の措置
【農林水産省】 鳥獣被害防止総合対策交付金（平成28年度予算：95億円 / 平成27年度補正予算12億円

○ 人材確保：鳥獣被害対策実施隊を設け（平成28年10月末現在1,093 ）、民間隊員に

ついては非常勤の公務員とし、狩猟税の軽減措置、当面の間、隊員等に銃刀法の

猟銃所持許可時の技能講習免除等を措置

農林水産大臣が被害防止施策の基本指針を作成

基本指針に即して、市町村が被害防止計画を作成
平成28年10月末現在、1,444市町村で策定

鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に関する法律

【法律の目的】 鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための施策を総合的かつ

効果的に推進し、農林水産業の発展及び農山漁村地域の振興に寄与

※

※都道府県と協議中のものを含む

鳥獣被害特措法

○鳥獣対策に関しては、環境省と農水省が関係。

○環境省は鳥獣の保護・管理に関する全般を対象に役割を果たし、農水省は農林水産業被害の対策が中心。

鳥獣保護管理法（環境省） 鳥獣被害防止特措法（農林水産省）

国

都
道
府
県

基本指針（環境省）

国指定鳥獣保護区の管理等

鳥獣保護管理事業計画
（県が行う全般的な鳥獣保護管理事業の実施に関

する計画：必須）

第1種特定鳥獣保護計画

基本指針（農林水産省）

被害防止計画
対象：市町村

即して作成

即して作成

大臣協議
（整合性）

都道府県知事協議
（整合性）

鳥
獣
管
理
全
般

被
害
対
策
中
心

第2種特定鳥獣管理計画

指定管理鳥獣捕獲等事業に
関する実施計画

（集中的・広域的管理の必要がある指定管理鳥獣
の捕獲等事業に関する実施計画：任意）

対象：都道府県

（減少している鳥獣の保護に関する計画：任意）

（増加している鳥獣の管理に関する計画：任意）

市
町
村

鳥獣保護管理法と鳥獣被害特措法の連携


